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１ 

第１章 目的及び業務概要  
１ 業務委託名  

令和７年度医療券発行事務等業務委託 

  

２ 目的  

   本業務は、市内 18 区各所管課でそれぞれ対応していた定型的な業務を集約し、効率的な処理

体制を構築することで、区役所業務の効率化ならびに市民の利便性向上を進めることを目的と

する。また、民間事業者の知見・ノウハウを最大限活用した業務改善に取り組むことで、行政

サービス全体の質の向上を図ることを目的とする。  

 

３ 履行期間  

令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで  

なお、各事務の開始日は個別業務ごとに定める日とし、それまでの間は、個別業務の実施に

必要となる準備や体制を整えること。  

  

４ 履行場所  

横浜市保土ケ谷区川辺町 5-11  かるがも２・３階 

  

５ 業務履行の基本的な考え方  

本業務の履行にあたり、受託者は仕様に定めた業務の確実かつ遅滞ない履行はもとより、受

託者が有する知見・ノウハウを活かし、業務改善の意識を持って業務の効率化と生産性の向上

を継続的に取り組んでいくことを求めるものである。  

また、各業務の実施においては、次のような視点・考え方をもって運営すること。  

(1) 業務遂行の責任  

受託者は、仕様内容を十分に把握し、業務所管課等との調整や引継を適切に行った上で、 

業務の実施に必要な体制を構築し、責任をもって業務を遂行すること。  

(2) 適正な業務運営  

受託者は、各業務の関係法令等を遵守し、業務を適切に行うこと。また、公共の業務に携

わる重要性及び個人情報等の機密性の高い情報を取り扱う重要性を十分に認識し、公正な業

務運営を行うこと。  

(3) 効率的な執行体制の構築  

ア 受託者は、各業務所管課との緊密な連携を図るとともに、各個別業務の業務計画書や 

作業マニュアルの策定においては、現状の事務処理方法や業務プロセス等についての課題

を分析し、業務効率化やコスト抑制につながる改善提案に努めること。  

イ 受託者は、各個別業務の業務量を踏まえ、閑繁期に関わらず安定したサービスを市民 

に提供できるよう柔軟な執行体制を構築すること。  

(4) 市民の利便性向上  

ア 受託者は、従来と比較し各手続等の申請から決定までに要する時間が短縮されるよう

事務処理方法や業務プロセス等の改善を図ること。  

イ 受託者は、各業務の進捗管理を適切に行うとともに、事務処理の過程で発生する問い合

わせに適切に対応すること。また、その内容を分析の上、業務の質の向上に努めること。  

   

第２章 業務内容  
１ 履行準備  

(1) 履行計画書の作成  

受託者は、委託業務の遂行にあたり、次の事項を含む履行計画書を契約締結後速やかに作

成し、委託者の承認を得ること。 

  



２ 

ア 業務全体スケジュール  

イ 業務分担及び責任所在を明確にした組織・執行体制    

ウ 連絡体制（緊急連絡先等を含む） 

エ 要員確保、研修体制     

オ 個人情報保護体制  

カ 情報セキュリティ対策     

キ 履行場所、レイアウト図  

ク その他、委託者が必要と求める事項  

(2) 履行環境の整備  

「第３章 委託要件」の内容を参考に、業務運営に必要な什器・備品の調達及び環境構築

を行うとともに、執務室における情報セキュリティ対策は、指定期日までに整備すること。  

  

２ 個別業務の運営  

(1) 業務の履行  

本業務委託で取り扱う下記の個別業務について、個別業務仕様書の内容に基づき円滑かつ

適切な運営、進捗管理、調整等を行うこと。また、個別業務仕様書の内容と異なる実施方法

で業務を行う場合は、必ず事前に業務所管課に相談すること。 

なお、委託者から業務実施に必要な打ち合わせの申し出があった場合には、速やかに対応

すること。打ち合わせは、受託者から申し出ることも可能とする。 
 

 【本業務で取り扱う個別業務】  

 業務名  業務所管課  取扱期間  

ア 生活保護医療券等発行業務 【局】生活支援課 
【区】生活支援課 

令和７年４月１日～ 
令和８年３月 31 日 

イ 高齢紙おむつ認定関連業務  【局】高齢在宅支援課 
【区】高齢・障害支援課 

令和７年４月 1日～ 
令和８年３月 31 日  

ウ 訪問理美容サービス事業利用
申請受付業務 

【局】高齢在宅支援課 
【区】高齢・障害支援課 

エ 障害者控除認定書発行業務 
【局】高齢在宅支援課 
【区】高齢・障害支援課 

オ 敬老特別乗車証交付事業 
【局】高齢健康福祉課 
【区】高齢・障害支援課 

令和７年７月１日～ 
令和８年３月 31 日 

カ 障害福祉サービス等利用者負担
上限月額年度更新事務補助業務 

【局】障害施策推進課 
【区】高齢・障害支援課 

令和７年５月 26 日～ 
令和８年３月 31 日 

キ 福祉特別乗車券等年度更新に係る

封入封緘済封筒引き抜き・発送業務 
【局】障害自立支援課 
【区】高齢・障害支援課 

令和７年７月１日～ 
令和８年３月 31 日 

ク 日常生活用具請求書確認事
務 ※１ 

【局】障害自立支援課 
【区】高齢・障害支援課 

令和７年 10 月１日～ 
令和８年３月 31 日 

ケ 国民健康保険給付補助業務
※２ 

【局】保険年金課 
【区】保険年金課 令和７年 10 月指定日～ 

令和８年３月 31 日 コ 介護保険住宅改修費・特定福
祉用具購入費支給申請 ※３ 

【局】介護保険課 
【区】保険年金課 

※１：クの業務については、最短 10 月開始を予定しているが変更の可能性あり。 

※２：ケの業務については、世帯主本人による申請分のみを対象とする。 

※３：コの業務については、本人による申請分のみを対象とする。 
 
(2) 個別業務計画書等の策定  

ア 各業務を取扱開始日から円滑に運営できるよう、契約締結から取扱開始日までの間に、

個別業務仕様書及び委託者が提供する各種資料等を参考として委託者と協議しながら、業

務計画書及び作業マニュアルを作成し、委託者の承認を得ること。  



３ 

イ 業務計画書及び作業マニュアルは、業務効率化やコスト削減の観点をもって策定すると

ともに、委託者側の事務運用体制の効率化についても可能な範囲で改善提案を行うこと。  

ウ 業務計画書及び作業マニュアルは、運用の中で適宜見直しを行うこと。見直し内容につ

いては改定時に委託者へ協議または報告し、事前に承認を得ること。  

  

３ 業務の進捗管理  

(1) 本業務で取り扱う個別業務については、実施部分の進捗管理を徹底し、委託者もその処理

状況を適時、簡易に把握できる環境を構築すること。  

(2) 情報システムを用いた進捗管理を行う場合には、委託者の情報セキュリティ対策と整合性

を図る必要があることから、導入検討段階から委託者と協議を行い、必要な対策などを講じ

ること。 

なお、これらに要する費用は受託者の負担とする。  

(3) 個別業務の対応件数や処理状況、応対内容を日報、月報として取りまとめ、委託者に報告

を行うこと。報告の手法及び時期については、委託者と協議の上、決定すること。  

 

４ 更なる業務改善の支援 

   今後、更なる業務改善に取り組むため、令和８年度以降に追加する業務の調査や提案等を行

うこと。なお、追加業務の検討は、随時市と協議とする。 

 

５ 業務の引継  

受託者は、業務が途切れることなく円滑に執行されるよう、次期受託者に対して業務の引継

ぎを適切に行うこと。  

(1) 業務の引継ぎは、書面の作成を必須とし、それをもとに行うものとする。  

(2) 引継ぎ対象事項及び引継ぎスケジュールについては、委託者及び次期受託者と協議の

上、決定すること。  

(3) 業務の引継ぎにおいて発生する費用については、受託者がこれを負担するものとする。  

(4) 受託者は、次期受託者が他の事業者に変更される場合にあっては、当該受託者が決定次

第、誠意をもって委託者と協力しながら次期受託者に対し業務の引継ぎを行うものとする。  

   

第３章 委託要件  
１ 業務の具体的な履行場所  

横浜市保土ケ谷区川辺町 5-11 かるがも２・３階 

２階 執務面積 150 ㎡程度、３階 多目的スペース 50 ㎡程度   

    

  ＜２階レイアウト案＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 

＜３階レイアウト案＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業務実施日及び業務実施時間  

(1) 業務実施日  

原則として、横浜市役所等の開庁日（横浜市の休日を定める条例(平成３年 12 月横浜市条

例第 54 号)第１条第１項に規定する横浜市の休日を除く日）とする。  

(2) 業務実施時間  

    原則として、午前９時から午後５時までとする。  

(3) 時間外勤務  

受託者は上記の業務時間帯に業務が完了しないときは、委託者と受託者で事前に協議の

上、休日または業務時間外に業務を処理することができるものとする。ただし、この場合に

おいて、委託料の額は変更しないものとする。 

  

３ 備品、設備、消耗品 

(1) 事務什器類  

ア 本業務に必要な事務什器類の一部は委託者より貸与する。  

イ 貸与する事務什器類は次のとおりとし、費用は無償とする。 
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ウ 受託者は、貸与された事務什器類について善良な管理者の注意を持って使用又は管理し

なければならない。（当該貸与品等が受託者の故意又は過失により滅失、毀損したとき

は、受託者の責任のもと、その損害を賠償すること。）  

エ 受託者は、業務を遂行する上で事務什器の数量の変更を要する場合は、委託者にその数

量及び必要となる理由を事前に申告すること。受託者からの申告に基づき、委託者が必要

と認める場合は、委託者が費用負担のうえ、準備する。 

オ その他、本業務に必要と受託者が考える事務什器類については、事前に委託者の許可を

得た上で、受託者の負担において用意すること。  

カ 本契約終了後、次期受託者に業務を引き継ぐ場合は、委託者が指定する設備・備品以外

は原状復旧すること。ただし、それ以外の備品等であっても、委託者の承諾のうえ、次期

受託者との合意に基づき引き継ぐ場合には、この限りではない。  

 

(2) 業務システム関係     

ア 個別業務の履行に必要な各業務システムへのネットワーク接続設定などについては委託

者で対応する。 

イ 各業務システムの端末等の準備及びその台数については、次のとおり整理する。なお、

台数については現状業務量から算出した最低限必要な台数として整理したものであり、業

務運営において台数の増減が必要な場合には、委託者と協議の上、必要な措置を行う。  

 



６ 

№  項目  準備者 台数（最大） 

１ 生活保護システム端末 ※１ 委託者 ３台 

２ 福祉保健システム端末 委託者 15 台 

３ 福祉保健システム専用プリンタ 委託者 ３台 

４ 新国保システム端末 ※２ 委託者 調整中 

５ 新国保システム専用プリンタ ※２ 委託者 調整中 

６ 区との情報連携用システム 端末 委託者 最大 20 台 

７ 区との情報連携用システム プリンタ 委託者 ３台 

※１ 当該端末のプリンタは、執務室内に設置する複合機のうち３台を使用することと

し、設定は委託者が行う。 

※２ 当該端末及びプリンタは、令和７年 10 月から開始する業務でのみ使用するもの

であり、業務開始までに委託者が設置する。 

(3) 業務の進捗管理関係 

第２章の３「業務の進捗管理」の履行において情報システムを用いた進捗管理を行う場合

に必要となる端末などの情報機器類については、委託者と協議の上、受託者の負担において

用意すること。 

(4) その他の情報機器  

その他、業務履行に伴い必要となる情報機器類については、委託者と協議の上、受託者の

負担において用意すること。  

(5) 消耗品 

各業務で使用するＡ４コピー用紙、専用の封筒、地紋紙及び各業務の仕様書に委託者が手

配する旨を明記している物品は、委託者が必要数を準備する。その他の消耗品については、

受託者の負担において準備すること。 

(6) 賃料などの費用負担について  

ア 執務室の賃料や光熱費は委託者の負担とする。  

イ 業務に必要な回線については、委託者で設置し費用は委託者が負担する。ただし、受託

従事者間の連絡調整等に使用するものについては、受託者において通信事業者と契約し、

使用に係る費用についても受託者の負担とする。  

ウ 上記(2)及び(3)の情報システム利用に必要な通信回線利用料は委託者の負担とする。 

 

４ 書類の発送等について 

業務履行にあたり書類やデータの受け渡しは、次の方法で行う。 

(1) 庁内メール 

受託者と各区役所や委託者との間で行う書類の受け渡しは、原則として、庁内メールを活

用すること。庁内メールの送付及び受け取り方法は、別途指示する。 

(2) 郵送 

   受託者と市民や関係機関等との間で行う書類の受け渡しは、郵送で行う。受託者が発送す

る際は、各業務の仕様書及びマニュアルに記載がある場合及び各業務所管課と別途協議した

場合を除き、保土ケ谷郵便局から最も安価な方法で発送すること。発送にかかる費用は、委

託者が負担するものとする。ただし、受託者に責により発送の必要性が生じた場合は、その

費用は受託者が負担すること。 

(3) データの受け渡し 

   受託者と各区役所や委託者との間で行うデータの受け渡しは、原則として、委託者が指定

するフォルダを使用すること。 

   なお、業務システムから各区役所や委託者とのデータの受け渡しに使用するパソコンへの

データ移行は、委託者が準備するＵＳＢメモリーを使用すること。 
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５ 業務従事者の確保  

(1) 人員配置の基本方針  

ア 業務量や、受託者のこれまでの類似業務実績における知見なども十分に勘案したうえ 

で、業務遂行に必要な人員を配置すること。  

イ 業務の繁閑に応じた、人員の適正かつ柔軟な配置やＩＣＴ等を活用した自動化の工夫な

ど、業務を最も効率的に実施できる体制を構築すること。  

ウ 突発的な業務従事者の欠員が生じても、業務遂行に支障をきたすことがない体制を整え 

ること。  

(2) 統括責任者  

ア 受託者は、業務全般について責任を持つ統括責任者を選任し、書面にて事前に委託者へ

通知すること。本契約期間中に統括責任者を変更した場合も同様とする。  

イ 統括責任者は、受託者が直接かつ連続２年以上の雇用関係を有している者であること。  

ウ 統括責任者は、急を要する場合に３時間以内に履行場所へ到着可能であること。 

(3) 現場責任者  

ア 業務従事者の中から責任者を選任し、書面にて事前に委託者へ通知すること。業務責任

者は、以下の事項に従事すること。  

(ｱ) 本業務の管理・運営 

(ｲ) 業務従事者の指揮監督、業務従事者に対する指導及び教育  

(ｳ) 情報セキュリティに関する管理・責任  

(ｴ) 突発的な欠員や重大なトラブル等が発生した場合の対応  

(ｵ) 業務運用上の疑義が生じた場合の委託者への報告及び対応方針の明確化  

(ｶ) 委託者との連絡及び調整  

イ 現場責任者は、類似業務の実務経験又は同等以上の能力を有するものを選任すること。 

(4) 受託者の雇用主としての責務  

ア 受託者は、本業務の重要性を認識し、業務従事者に対し法律で定められた雇用主として 

一切の義務を履行し、また、適正かつ良好な労働条件の確保に努めること。  

イ 受託者は、業務従事者に対して労働安全衛生に十分配慮し、労働災害の防止、健康管理 

に努めること。  

ウ 受託者は、労働保険に加入し、従事者の労働福祉の向上に努めること。  

エ 受託者は、本業務の目的及び内容を十分に理解し、業務を遂行するとともに、業務従事 

者への指導を行うこと。  

オ 受託者は、事故等が発生した場合は、直ちに統括責任者を業務履行場所へ派遣し、問題 

解決を図らなければならない。  

 

６ 業務従事者への研修  

(1) 受託者は、本業務を円滑に行うため、業務に関するマニュアルを整備し、業務従事者に

対して、次の事項に留意した事前研修を行うこととし、履行時には、業務に支障を生じさせ

てはならない。  

ア 業務に必要な法令等の知識を習得させること。  

イ 業務の重要性を理解させること。  

ウ 守秘義務及び情報セキュリティ (特定個人情報保護を含む)を理解させること。  

エ 業務システムなどの情報機器を迅速に操作する技能を習得させること。  

オ 事務処理手順を理解させること。  

(2) 受託者は、上記(1)の業務従事者に対する研修を、各業務についての知識を有する者に行 

わせなければならない。  

(3) 受託者は、研修を行うにあたって、事前に実施計画を書面で提出するものとし、実施後

に実施報告及びマニュアル等関係資料を委託者に対し書面で提出するものとする。  

(4) 受託者は、サービスレベルを設定し、履行開始後においても研修等を行い、常に業務従

事者の技能的向上、業務の品質管理及び改善に努めなければならない。特に、守秘義務、情

報セキュリティ及び接遇に関する研修は、毎年度実施しなければならない。この場合におい

て、研修後速やかに実施報告を書面で行うものとする。  

(5) 研修の一切の費用は受託者の負担とする。  
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７ 業務運営体制  

  本業務における、委託者と受託者の主な役割分担は次のとおりである。  

業務分類  

役割分担  

受託事業者  
委託者  

各業務所管課  福祉保健課  

履行準備  ・履行計画書の作成  

・執務環境の構築  

・業務従事者の確保・研

修  

・業務従事者への研修支

援  

・業務システムに関する

権限付与・必要な研修

の実施  

・履行計画書、執務環境に

関する内容の確認・承認 

・執務環境の構築支援  

  

  

個別業務の

運営  

・個別業務計画書等の策  

定  

・円滑かつ適切な運営の

実施  

・業務改善提案  

・個別業務計画書等の策

定に係る情報（資料）

提供及び協議  

・個別業務計画書等に関

する内容の確認、承認・

処理状況の確認、審査  

・全体調整・管理  

  

問い合わせ

等対応  

・問い合わせへの対応  

・委託者へのエスカレー

ション  

・エスカレーション内容

への対応  

・要望等への個別対応  

・問い合わせ、要望等の全

体把握  

苦情、事故

の報告等  

・苦情への対応及び報告  

・苦情等の分析、改善提

案  

・事故等の事前防止  

・事故等への速やかな対

応及び報告  

・事故処理対応後の報

告・協議  

・苦情等への個別対応  

・苦情案件の改善施策検

討・実施  

・事故等への個別対応  

・事故処理の指示・確認  

・苦情等の全体把握  

・改善に向けた事務処理見

直しの検討  

・事故発生時の全体把握  

・事故処理の支援、調整  

進捗管理  ・対応件数、内容、処理

状況等の管理・報告・日

報、月報の報告  

・進捗状況の確認  ・全体業務進捗の管理  

・業務報告に伴う業務履行

の全体の検査・支払  

追加業務の

検討支援  

・追加候補業務の現状分

析・効果測定  

  ・追加候補業務の選定  

・追加候補業務の分析結果

の確認・調整  

・追加業務の決定  

  
８ 業務全般に関する留意点  

(1) 資料等の適正な管理  

委託者が提供する一切のデータ、資料等については、適切かつ厳格に管理することとし、

この業務以外の目的で利用、複写及び複製をしてはならない。なお、個人情報が含まれる書

類は業務終了後、必ず執務室内の鍵付き収納庫等に保管し施錠すること。（収納庫等は必要に

応じて受託者が準備すること。）  

(2) 委託業務における指揮命令等  

業務従事者への指揮、命令、管理、監督、指導及び育成は、全て受託者の業務として責任

を持って実行すること。  

(3) 信用失墜行為の禁止  

本業務を遂行するにあたり、委託者の信用を失墜する行為を行ってはならない。  
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(4) 危機管理  

情報機器類の障害が発生した場合だけでなく様々な障害、事故、災害などの緊急事態が発

生した場合においても、業務の遂行に支障をきたすことがないよう十分に対応策及び緊急時

の体制を整備すること。  

(5) 業務システム端末の操作  

本業務において利用する業務システムについては、委託業務上必要な場合に限定して使用

することとし、目的外使用や指定場所以外への持ち出しを禁止するとともに、適切に取り扱

うこと。  

ア 各システムについては、業務従事者が必要な作業ができるよう権限の付与等を行う。権

限付与の実施方法等については、各業務所管課と別途調整することとする。 

イ 業務従事者は、端末機の操作について業務所管課の指示に従わなければならない。  

ウ 業務従事者は、常に個人情報の保護及び情報セキュリティに注意を払わなければならな

い。  

(6) 執務室の環境維持及び物品等の保守管理  

ア 執務室については、火災等の事故が発生しないよう、受託者にて定期的に清掃を実施す 

る等、適正な維持管理につとめなければならない。また、委託者が準備するものの他に必

要な備品については、受託者が準備すること。なお、発生した廃棄物については、責任を

もって適正に処理すること。 

イ 委託者が提供する備品等については、執務室外への持ち出しや、所定の利用方法以外の

使用を禁止するとともに、最大限の注意をもって管理を行うこと。  

(7) 制度改正・組織変更等に伴う仕様の変更 

制度改正や組織変更等により、仕様の変更が生じた場合には、委託者と受託者が協議の

上、仕様の変更を行うこととし、受託者は委託者に協力すること。  

(8) 関係法令の遵守  

受託者は、各業務の関係法令等を遵守し、業務を適切に行うこと。また、公共の業務に携

わる重要性及び個人情報等の機密性の高い情報を取り扱う重要性を十分に認識し、公正な業

務運営を行うこと。  

(9) 経費節減 

受託者は、業務に必要な消耗品等の使用及び履行場所に係る光熱水費について、目標を設

定し節約を徹底するように努めること。また、横浜市地球温暖化対策実行計画等の内容を踏

まえた取組の推進等に努めること。  

  

９ 個人情報やプライバシー情報の保護及び情報セキュリティ 

(1) 業務従事者は、いかなる理由があっても業務上知り得た情報を第三者に開示または漏え

いしてはならない。業務従事者の職を退いた後も同様とする。  

(2) 業務従事者は、業務上知り得た情報及び情報機器類を業務遂行以外の目的に使用しては

ならない。  

(3) 業務従事者は、各業務システムを操作するにあたり、個人情報の保護を担保するため、

本項(1)及び(2)について誓約書を提出するものとする。  

(4) 受託者及び業務従事者は、個人情報やプライバシー情報の保護及び情報セキュリティを

保持するため、委託者より契約締結後に提供する横浜市情報セキュリティポリシー(基本方

針及び対策基準)、地方公共団体情報システム機構総合行政ネットワーク基本規定等、具体

的な手順を定めた対策実施手順を遵守しなければならない。  

(5) 受託者は個人情報やプライバシー情報の保護及び情報セキュリティの関係法令を遵守す

るためにプライバシーマーク等を取得するなど組織として個人情報保護及び情報セキュリテ

ィの質の向上に努めなければならない。  

(6) 受託者は、委託者が情報セキュリティの監査を実施する際は必ず受けなければならな

い。  

(7) 委託者が提供する各種操作マニュアル等の資料は、受託者の責任において管理し、目的

外利用、無断での複写、複製及び第三者への提供をしてはならない。契約終了後は委託者に

返納、又は廃業について委託者と協議し処理した旨を書面で報告しなければならない。  
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(8) 受託者は、業務従事者に対して事前及び定期的に、個人情報やプライバシー情報の保護

に関する研修を行わなければならない。なお、研修を実施した場合は、速やかに受講者名及

び研修内容等を委託者に書面で報告しなければならない。  

(9) 受託者は、業務の履行に関する個人情報やプライバシー情報の保護等については、退職

した業務従事者についても責任を負わなければならない。  

(10) 受託者は、委託者の許可を受けた場合を除き、業務従事者に履行場所への物品の持ち込

み又は履行場所からの物品の持ち出しをさせてはならない。  

(11) 本業務で使用する情報機器及び情報システム（委託者が貸与するものを除く）について

は、委託業務終了時に、システム記録媒体内部の情報消去を行わなければならない。  

   ア 情報の消去方法  

原則、受託者は、庁舎内あるいは既存設置場所で、記憶媒体を以下のいずれかの手法に 

より、情報の復元が困難な状態（ NIST SP800 88Rev.1 Clear レベル以上）とすること。  

なお、作業完了後は、委託者職員の確認を受けること。  

(ｱ) 受託者は、情報システム機器返却等時、情報漏えい対策として、情報システム機器

の記憶媒体を以下の①から⑤の手順で、情報の復元が困難な状態（NIST SP800-88Rev.1 

Purge レベル以上）とすること。 

① 物理的な方法による破壊 

② 磁気的な方法による破壊  

③ OS 等からのアクセスが不可能な領域も含めた領域のデータ消去装置又はデータ消

去ソフトウェアによる上書き消去  

④ ブロック消去  

⑤ 暗号化消去 

(ｲ) 受託者は、委託者との協議で定めた期限までに措置が適切に完了したことを証明す

る完了証明書等を委託者へ提出し、承認を得ること。  

(12) 契約書個人情報取扱特記事項及び特定個人情報等取扱特記事項に規定する事項を遵守す

ること。  

  

10 苦情、事故の報告等  

(1) 市民等からの業務に関する苦情や委託者への要望の内容及び対応状況等については、そ

の性質別に情報整理した上で、全て委託者へ報告すること。  

(2) 受託者は、業務履行上での重大な事務処理のミスや事故を発生させた場合は、直ちに現

場責任者より委託者に報告し、速やかに対応することとする。また、対応完了後、委託者へ

遅滞なく書面をもって経緯、処理結果、再発防止策等について報告しなければならない。ま

た、秘密の保持または個人情報の保護に係る苦情または事故が発生した場合にも同様とす

る。  

(3) 上記(2)の書面によって、不明瞭な事項や疑義が生じる場合には、受託者に対し確認を行

い、説明を求めることができる。  

  

11 システムダウン時の対応  

システムダウン等により情報機器が使用できない場合は、委託者と協議の上、委託者の指示

に従って行動するものとする。  

  

12 成果品等の取扱い  

(1) 成果物は、履行計画書をはじめとする本仕様書に記載する提出物のほか、各個別業務仕

様書で定めるものとする。  

(2) 個人情報を含む電子データの納品方法は、委託者指定の方法で行うこと。その他成果物

の納品については、個別業務仕様書の定めのほか、委託者との協議に基づき、各納品指定日

までに納品を行うこと。  

(3) 本業務の成果品(各種計画等を含む。)に関する著作権は、検査完了時をもって受託者か

ら委託者に移転及び帰属するものとする。  
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(4) 本業務の成果品において、受託者が従前から有していたパッケージプログラム及び受託

者が業務の実施中新たに作成したプログラムの著作権並びに第三者が権利を有するパッケー

ジプログラム(無償提供のもの、いわゆるフリーソフトを含む。)の著作権は、受託者又は当

該第三者に保留されるものとする。  

(5) 受託者より納品された成果品について検査の結果、加除・訂正の指示を受けた場合は、

受託者は速やかにその指示に従うものとし、それに要する経費は受託者の負担とする。  

(6) 委託者は、受託者に了解を得ることなく、成果品を複製・翻案し、公益上の目的に限

り、これを第三者に利用させることができる。  

(7) 受託者は成果品を複製し、これを第三者に譲渡又は継承させてはならない。  

(8) 受託者は、委託者及び委託者の指定する者に対し、本業務の成果品に関する著作者人格

権(著作権法(昭和 45 年法律第 48 号)第 18 条から第 20 条までに規定する権利をいう。以下

同じ。) を一切行使しないものとする。  

 

13 検査及び支払い  

(1) 業務完了検査  

受託者は、業務実施期間中、毎月、前月分の業務の履行状況について、委託者の行う検査

を受けなければならない。  

また、委託者が必要であると認めるときは、業務の処理状況について、受託者に対し随時

検査を行い、または報告を求めることができる。  

ア 受託者は、業務履行の成果品として、別に定める業務日報により業務内容を記録し、 

翌開庁日にその業務日報により委託者に報告しなければならない。  

イ 委託者は、上記アの報告について確認し、業務の履行状況を把握するものとする。  

ウ 受託者は、業務日報を毎月とりまとめて業務月報を作成し、翌月速やかに委託者へ業務

完了届を提出しなければならない。  

エ 委託者は、前号の業務完了届を受理したときは、その日から 10 日以内に業務完了の検

査を行う。  

(2) 業務委託料及び支払い方法等  

ア 委託料は、本業務を履行するために必要な費用一切を含む。  

イ 委託料支払額・時期については委託者と受託者で協議の上、契約締結時に定める。ま

た、委託料の支払いは、受託者からの請求に基づき行う。  

ウ 業務量の大幅な増減、業務フローの大きな変更等が必要となる場合には、委託料につい

て委託者と受託者が協議の上、予算の範囲内で見直しを行うことができる。 

  

14 一括再委託の禁止  

(1) 受託者は、本業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委託してはならない。  

(2) 受託者は、本業務の履行にあたり知り得た個人情報の処理を第三者に委託してはならな

い。  

(3) 受託者は、本業務の一部を第三者に委託しようとするときは、あらかじめ委託者と協議

の上、承認を得なければならない。  

(4) 受託者は、委託者の承認を得て、本業務の一部を第三者に委託したときは、この仕様書

に定める事項を第三者に遵守させなければならない。  

  

15 その他  

(1) 本仕様書に示すほか、業務委託契約書の記載事項を確認し、その内容を遵守すること。  

(2) 本仕様書に記載がない事項や疑義については、委託者と受託者で協議の上、別途定める

こととする。 


